
  1 

 

新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2025年 10月） 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります。著作権法の範囲内でご利用いただき、

私的利用を超えた複製および転載を固く禁じま

す。  

新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2025 年 10 月） 
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新潟県で正社員の人手不足を感じている企業の割合は、２０２５年１０月時点で４５．８％、非正

社員では２５．０％となった。業種別では、正社員・非正社員ともに「運輸・倉庫」が最高となった

ほか、「金融」や「建設」も上位となった。企業からは、人員不足が業績へ与える影響を危惧する

声もあった。 

 

 

※株式会社帝国データバンク新潟支店は、新潟県４６２社を対象に、「雇用過不足」に関するアンケート調査を実施した。  

調査期間：２０２５年１０月２０日～１０月３１日（インターネット調査）  

調査対象：新潟県４６２社、有効回答企業数は２３２社（回答率５０．２％） 

なお、前回調査は２０２５年７月  

  

SUMMARY 

2025/11/26 

業種別では、正社員・非正社員ともに「運輸・倉庫」

が最高 

企業の４５．８％が正社員不足 

非正社員の不足は２５．０％ 
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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2025年 10月） 

正社員不足の企業は４５．８％、非正社員不足は２５．０％ 

２０２５年１０月時点において、新潟県内企業のうち正社員の不足を感じている企業は４５．８％だった。

また、非正社員の不足を感じている企業は２５．０％だった。 

前回調査（２０２５年７月、正社員不足５０．４％、非正社員不足２３．５％）との比較では、正社員の不足

を感じている企業が４．６ポイント低下したのに対し、非正社員の不足を感じている企業は１．５ポイント上

昇した。 

 正社員・非正社員の人手不足割合  月次推移  

正社員、非正社員ともに「運輸・倉庫」が最高 

正社員の人手不足割合を業種別にみると、「運輸・倉庫」が６６．７％で最も高かった。次いで、「建設」

（６５．７％）、「金融」（５５．６％）、「小売」（５２．６％）が５割超で続き、４業界で５割を超えた。また、非正

社員でも「運輸・倉庫」（５０．０％）が最も高く、「金融」（４０．０％）、「建設」（３８．１％）、「サービス」（３７．

５％）などの割合が高かった。 

人手不足割合  業種別  

 

（％） （％）

正社員 2023年10月 2024年10月 2025年10月 非正社員 2023年10月 2024年10月 2025年10月

農・林・水産 100.0 - - - - 農・林・水産 0.0 - - - -

金融 50.0 66.7 55.6 金融 40.0 25.0 40.0

建設 76.2 84.8 65.7 建設 22.7 40.0 38.1

不動産 0.0 33.3 0.0 不動産 0.0 0.0 - -

製造 37.5 39.4 35.1 製造 10.9 13.2 6.5

卸売 43.9 48.3 36.8 卸売 25.0 26.1 23.3

小売 62.5 55.0 52.6 小売 29.4 33.3 29.4

運輸・倉庫 77.8 85.7 66.7 運輸・倉庫 33.3 75.0 50.0

サービス 58.1 51.1 48.8 サービス 47.2 45.9 37.5

その他 - - - - - その他 - - - - -
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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2025年 10月） 

業界 大企業 中小企業（小規模企業含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」かつ「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」または「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」かつ「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」または「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

まとめ：正社員の不足感は依然として高水準、 

人手不足が業績へ影響も    

２０２５年１０月時点で、新潟県内における人手不足を感じている企業の割合は正社員で４５．８％、非正

社員では２５．０％だった。業種別では、正社員は「運輸・倉庫」と「建設」の２業種が６割を上回り、非正社員

でも「運輸・倉庫」が５割で最高となった。 

 こうしたなか、全国の「人手不足倒産」は２０２５年度上半期（４－９月）に２１４件発生し、上半期としては３

年連続で過去最多を更新。また、通年でみても、２０２５年１－１０月の累計で既に３５９件に達しており、２０

２４年の３４２件を上回り、３年連続で過去最多となった。 

企業からは、「需要が伸びない。人手不足や人件費上昇、物価上昇を値上げでカバーしたいが、顧客との

交渉もあり、全て価格転嫁することは難しい」（製造）や、「従業員の退職などにより人員不足が顕著となって

おり、売り上げの減少につながっている」（サービス）などの声が聞かれ、人手不足が企業業績に与える影響

が指摘されている。また、若手人材が首都圏に流出する傾向にあるなか、地方を中心にスキルのある正社

員を採用するのは難しく、今後も正社員の人手不足割合は高止まりすると予想される。 

参考「人手不足倒産」推移（全国）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模区分 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
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（各4-9月）

出典：人手不足倒産の動向調査（2025年度上半期）


